ドイツ第二帝政期における一般兵役義務と軍事言説 1871-1914 by 中島 浩貴
1 
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論文概要書 
 
中島 浩貴 
 
近年、ヨーロッパ史、特にドイツを中心とした軍隊と社会に関する歴史研究が活性化し
ている。1990 年以降のドイツにおける軍事史研究の勃興によって、旧来とは違ったレベル
での新しい軍事史が、歴史学研究の立場から注目されるようになっている。政治史や社会
構造に関する着目に加えて、多角的なアプローチ、そのなかでも文化史的なアプローチが
重要性を増してきている。 
 また現実の制度としても、2011 年、ドイツでは一般兵役義務（徴兵制）が停止され、長
らくドイツの国家、社会、軍隊に大きな役割を果たしてきた制度が一つの区切りを迎える
ことになった。また 2014 年に第一次世界大戦百周年を迎え、第一次世界大戦へと向かって
いく歴史的諸関係が改めて注目を集めている状況がある。このように研究の世界でも、ド
イツの現実の社会においても一般兵役義務をめぐる問題は、クローズアップされる傾向に
あった。 
 本稿は、このような問題関心と密接なつながりをもち、ドイツ帝国から第一次世界大戦
直前の時期における一般兵役義務をめぐる言説から、軍事的な観点が社会的影響力を強め
ていく状況を文化史的にとらえていく試みである。 
 本稿は以下の章によって構成される。序章と終章を除く、二部六章構成でドイツ帝国に
おける軍事言説を検討していく。 
第一部「ドイツ統一戦争直後の一般兵役義務言説」では、詳細にドイツ統一直後の言説
を分析した。まず第一章「義務・平等・安定――ドイツ統一戦争直後の帝国議会での一般
兵役義務言説」では、ドイツ帝国成立直後の帝国議会での議員たちの認識を検討した。自
由主義者が多かったこの議会での兵役義務をめぐる議論は、軍事的な専門性にかかわる言
及はほとんどなく、一般兵役義務と社会との関連性に直結する問題――国民統合、平等原
理、恩給、政治的安定などが争点となった。独仏戦争では、市民もまた軍務を果たし、軍
人としての職務の一端を担った。しかし、言説を検討すると民間出身の議員と軍人とは問
題関心においてかなりの差があった。このような差異は、市民と軍人の間の直接的な文化
的、社会的価値観の相違に根差しており、特に軍事的な世界観をバックボーンとした認識
については基本的に相いれない問題があった。帝国議会において軍の問題、特に独仏戦争
での勝利の根源をどこに求めるのかといった問題や、兵士の立場の問題、つまり一般兵役
義務が男性国民に義務として課せられるものであったにもかかわらず、いざ召集されたの
ちの軍では兵役の平等という側面からは切り離されて、軍内部の論理、階級に従属させら
れる問題が取り上げられ、不満が表明された。特に、祖国統一の戦争において戦死したり、
負傷した場合における恩給の問題は、その支給額が軍における階級や職業軍人か否かで差
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がつけられていたことが、帝国議会での言説のなかで取り上げられた。これは、一般兵役
義務の「義務」としての平等性に基づいた主張であり、軍事的な組織原理以上に市民的な
世界観が強く反映された一例であった。このような、軍事的な世界と明確に一線を引いた
議論が、市民ないし民間人の軍事言説の特徴をなし、軍事予算審議の場においても繰り返
されることになった。 
第二章「比較のなかの軍隊――独仏戦争後のプロイセン=ドイツ軍における一般兵役義務
とその正当化」では、すでに独仏戦争直後に、一般兵役義務を現実に運用していた軍部内
での理解、一般兵役義務とそれに伴う軍隊内論理の正当化が大きな役割を果たしていたこ
とを論じた。ドイツ第二帝政における軍の内外での一般兵役義務をめぐる議論は、1871 年
以前の戦争の経験から導き出された。このような軍制に関する専門的な解釈は軍によって
ほぼ独占されていた。そして軍の世界観が記述、公表されていくことになる。軍事的世界
観とは別の世界の認識に対して軍内部の言説のなかで繰り返されたのが、その世界観を前
提とした自己正当化の論理の表出である。軍の内部原理、とりわけ軍人のエートスとして
伝統的なものとみなされた、義務への奉仕、国王への忠誠、規律、軍紀の順守、道徳倫理、
清廉といった問題が強調された。これに対して批判されるのが他国（フランス）の軍事シ
ステムやそれに伴う文化であり、これと関連付けられた市民社会の論理であった。ブルジ
ョワ的な金銭崇拝、規律のなさ、無秩序などといったものが市民社会の根源的要素として
認識され、批判されたのであった。 
 
第一部では変化の根底をなす一般兵役義務に関する解釈を検討した。ついで第二部「軍
事テクノクラートの思考様式と軍事言説の急進化」ではこのような理解がどのように継続
されたのか、あるいは変化したのかが問われた。軍内部の組織文化の問題関心とその変化
状況への言説上の対応が問題となる。第三章「軍事テクノクラートの世界内におけるフォ
ルクスクリークと兵力動員」では、軍内部の言説を構築する軍事テクノクラートの基本的
な戦争観を見ていった。軍事文化で重要視される問題として、戦争への実践的な対応への
関心が強いこと、そのなかでクラウゼヴィッツ『戦争論』が特別な位置を占めたこと、そ
して帝政期に入り現実の戦争状況に関する解釈が殲滅戦、フォルクスクリークに対する解
釈を通して変化していった状況を示した。人民戦争のようなフォルクスクリークの余地は
なくなり、来るべき戦争においては国民戦争としてのフォルクスクリークを戦い抜く専門
家による問題把握が重視されることになった。ここで重要性を高めたのが兵力の確保の問
題であり、国民戦争に対応するための膨大な兵力の確保とそこに動員される兵士の軍事文
化への同一化が求められた。 
第五章「「国内の敵」と「外敵」に対する二正面戦略――一般兵役義務をめぐる言説転
換と軍事雑誌上の言説の急進化」では、帝政期の軍事言説の連続性と現実への対応のなか
での変化状況が示された。軍事言説のなかでの攻撃対象は、自由主義者から社会主義者や
平和主義者に変化し、一層強力な批判が行われた。攻撃対象の変化に対応して軍事言説の
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政治化と軍事的合理性への対応が重要性を増すことになった。政治化と合理性の拡大こそ
が、当初は自己正当化の論理を強調しているに過ぎなかった軍事言説を拡張していく原動
力となり、断片的にすぎなかった戦争肯定論の拡大に大きな役割を果たすことになる。 
その一方で軍事著述家の言説には一定の自発性と自己解釈がみられることを指摘した。
特に帝政期における軍事著作物は公の政策に奉仕するために執筆されたというよりも、自
律的に考えられたものでもあった。この意味で軍事著述家はテクノクラートであり、一定
の自律した思考が許容されているといえる。特に彼らの専門領域である戦略、戦術や戦史
の解釈では、参謀本部の戦史の公式見解と直接衝突しない限り一定の自由が認められてお
り、まして個人的に執筆されたものでは政治的な主張を内包する余地があった。無論、こ
のような意見表明には限界もあり、軍備政策面での争点と直結するもの、徴兵年限の三年
現役制から二年現役制への短縮といった問題については、不用意な発言を行った場合には
懲罰が行われた。しかし全体的に見て専門領域に付随する意見表明であれば、一定の自由
な主張が許容されていた。このような背景がオピニオンリーダーの突出を許し、結果的に
急進的な議論を行う例外的存在の拡大を許す結果となった。軍事言説のなかには、戦略、
戦術、戦史で自己の主張を行う場が認められているのを踏まえて、本来対象ではなかった
問題にまで解釈を広げていく過程がみられる。 
第四章「「外敵」への対応と戦史叙述の政治化――コルマール・フォン・デア・ゴルツ
を中心に」および第六章「「外敵」に対する生存競争の道具としての精神――フリードリ
ヒ・フォン・ベルンハルディを中心に」で、二人のオピニオンリーダーであるコルマール・
フォン・デア・ゴルツと、フリードリヒ・フォン・ベルンハルディの主張に着目したのは
オピニオンリーダーを中心に、言説変化の状況を見るためである。両者とも独仏戦争への
従軍体験があり、ドイツ第二帝政期のなかで軍人としての経歴を積んだ人物であり、加え
て参謀本部戦史部に所属し、豊富な海外体験をもっていた。さらに高級軍人として将官と
なり、軍司令官にまで昇進し、軍内で高官の地位にあった。軍事テクノクラートを体現す
る人物でもあり、積極的な著述活動を行った。ゴルツ、ベルンハルディともに一般兵役義
務をめぐる議論に関しては、現実の参謀本部の戦略策定部局の関係者や、軍備政策の担当
者以上に国民皆兵を現実の軍備拡張の手段として認識し、その重要性を自らの世界観と密
接に結び付ける形で積極的に主張していた。この両者とも、軍備増強に際しては、青年教
育、プロパガンダといった手段をも含めた、社会全体の軍事化を積極的に主張していくこ
とになった。 
ゴルツとベルンハルディの一般兵役義務をめぐる主張には、多くの共通性があるにもか
かわらず、論理形成のプロセスは随分と異なる。ゴルツは当初異端者として認識されてい
た。彼は過去の戦史を研究し同時代的・歴史的事例として一般兵役義務を高く評価し、そ
こから国民皆兵の重要性を強調していった。これに対しベルンハルディは、他者の主張を
拡大発展させた傾向が強かった。一般兵役義務の現実的な適用が不十分であることを指摘
し、そこから議論を進め、最終的には社会ダーウィニズムや「精神」論と結びついた「国
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民皆兵」にたどり着くことになった。彼らの著作はドイツ帝国内外でよく読まれており、
専門家としては高い評価を得ていた。ゴルツ、ベルンハルディともに当時の戦略、戦術、
戦史といった全般的な軍事論について特筆されるべき専門家としてみなされており、一般
兵役義務に基づく軍備問題についても軍事専門家の枠にとどまらない重要なオピニオンリ
ーダーとして認識されていた。 
軍事言説の政治化は当初個々の軍事著述家の意見表明に過ぎないものであったのが、模
倣者を生むなかで、発展・拡大し、一種の世論形成が図られていく過程で大きなものとな
っていく。1890年以降になると言説の範囲は軍内部だけでなく一般社会全体にも及び、追
従者を増やしていくのである。これは限定された軍事的エリートの枠を超えた影響力の拡
大を意味することになった。第一次世界大戦以前に高まりを見せていた戦争肯定論は、一
般兵役義務を中心とした軍事言説によって補強されなかったとしたら社会全体に広がりえ
たかどうか疑わしいといえるのではないか。戦争肯定論が成立するには、軍事テクノクラ
ートの専門的見解が一定の役割を果たしたといえよう。戦争、国家、社会の密接不可分な
関係性を求める方向性に、正当性の根拠を与える傾向がはっきりと存在したのである。 
第一次世界大戦前にドイツにおいて軍事著述家の発言が社会的関連性を強めていった状
況に鑑みると、軍事専門家が戦争に関する問題にアマチュアの関与を許さなかったことは、
前提として重要な意味を持った。軍事著述家はオピニオンリーダーであり、戦争が予測さ
れた状況に応じてその見解を明らかにする多くの機会があった。軍事著述家は同時代の変
化を的確に認識し、問題個所についての指摘を怠らなかった。そして、その主張には単な
る同時代認識にとどまらない戦争の正当化や、軍事的合理性を至上のものとする彼ら自身
の世界観を示すことになった。これに対する反論は「専門家」によって排除され、社会主
義者や平和主義者が限定的な反論ができたにすぎなかった。軍事著述家のオピニオンリー
ダーがもたらした言説が、予測し、待ち望んだ次の戦争こそ、彼ら自身の社会的存在意義
を至上のものとして高め、世界観の正しさを証明する世界大戦に繋がっていくことになる。
まさに世界大戦の勃発は軍事著述家自身が持っている世界観を実現する場ともなった。彼
らは求めるものを明確に理解し、叙述し、実現のために活動し、そして結果として社会を
変えたのである。一般兵役義務をめぐる言説は、軍事言説の上で社会を変革していく方向
性に舵を切る中心的な役割を果たしたのである。 
 
